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Ⅰ．事業報告 

1.事業の実施状況について 

 

(１) 時事懇談会の開催(4 回)…事業番号「他 1」           
 

各界の第一人者を講師として招き、法人会員の代表者・役員及び個人会員を

対象として、一時間半程度の時事懇談会を開催している。 

 

2025（令和 7）年 4 月～2026（令和 8）年 3 月 

（役職は講演時点、敬称略） 

年月日 テーマ 講 師 

令和 7 年 
5月 20日 

超 VUCA 時代における統合的リスク管理 
アフラック生命保険株式会社 

代表取締役会長 チャールズレイク 

9 月 8 日 アジア経済の見通しとリスク 
公益財団法人 国際通貨研究所 

理事長 浅川 雅嗣 

12 月 3 日 2025 事務年度 金融行政方針 金融庁長官                       伊藤 豊 

令和 8 年 
2 月 9 日 

設備投資アンケートに基づく我が国主要企業の
問題意識 

株式会社日本政策投資銀行 
代表取締役社長 地下 誠二 

 

 

(２) 講演会・セミナーの開催(18 回)…事業番号「公 1(2)」 

 

資本市場に対する理解・認識を深めるべく、法制面及び規制面に関する現況

及び資本市場を取り巻く経済・社会環境等の幅広い分野について学者、弁護士、

アナリスト等及び行政官といった専門家に依頼して講演会及びセミナーを開催

している。開催案内はホームページに掲載し、会員のみでなく一般の人々を対

象に聴衆を募っている。講演終了後、聴講者に対し興味度、有益度、難易度等

のアンケートを実施し、有用な情報発信源となることを心掛けている。 
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2025（令和 7）年 4 月～2026（令和 8）年 3 月 

（テーマ欄に地名が無いものは東京での開催）             （役職は講演時点、敬称略） 

開催日 テーマ 講師 

令和 7 年 
4月 25日 

どこまで行ける？日銀緩和修正の行方 
東短リサーチ株式会社 
代表取締役社長 チーフストラテジスト 

加藤  出 

5 月 28 日 米国とユーロ圏の金融政策の運営と課題 
株式会社野村総合研究所 

シニアチーフリサーチャー 井上 哲也 

6 月 20 日 混迷を深める世界経済と金融資本市場の展望 
マネックス証券株式会社 

専門役員チーフストラテジスト 広木 隆 

6 月 25 日 
混迷を深める世界経済と金融資本市場の展望 
（名古屋） 

マネックス証券株式会社 
専門役員チーフストラテジスト 広木 隆 

6 月 27 日 
混迷を深める世界経済と金融資本市場の展望 
（大阪） 

マネックス証券株式会社 
専門役員チーフストラテジスト 広木 隆 

7 月 22 日 内外情勢と金融政策 
みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 
エグゼクティブ・エコノミスト 門間 一夫 

8 月 28 日 わが国の経済・物価の現状と展望 
日本銀行 

調査部統計局経済調査課長 須合 智弘 

9 月 25 日 トランプ経済政策の変化と内外経済・金融情勢 
株式会社野村総合研究所 
金融 IT イノベーション事業部 
エグゼクティブ・エコノミスト 木内 登英 

10 月 29 日 内外債券市場動向 
大和証券株式会社 
金融市場調査部長チーフストラテジスト 

谷栄 一郎 

11 月 25 日 欧米投資家動向と 2026 年の株式市場見通し 
みずほ証券株式会社 
エクイティ調査部チーフ株式ストラテジスト 

菊地 正俊 

11 月 26 日 
欧米投資家動向と 2026 年の株式市場見通し 
（大阪） 

みずほ証券株式会社 
エクイティ調査部チーフ株式ストラテジスト 

菊地 正俊 

11 月 28 日 
欧米投資家動向と 2026 年の株式市場見通し 
（名古屋） 

みずほ証券株式会社 
エクイティ調査部チーフ株式ストラテジスト 

菊地 正俊 

12 月 12 日 
金融・クレジット市場 
-2025 年の振り返りと 2026 年の見通し- 

BNP パリバ証券株式会社 
グローバルマーケット統括本部副会長 

中空 麻奈 
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令和 7 年 
1 月 28 日 

最近における証券取引等監視委員会の検査状況 
について 

証券取引等監視委員会 
証券検査課長 富永 康史 

2 月 19 日 
2026 年度の内外経済相場見通し 
（大阪） 

大和証券株式会社 
チーフ・テクニカル・アナリスト 
兼テーマリサーチ担当ストラテジスト 

木野内 栄治 

2 月 25 日 2026 年度の内外経済相場見通し 

大和証券株式会社 
チーフ・テクニカル・アナリスト 
兼テーマリサーチ担当ストラテジスト 

木野内 栄治 

2 月 26 日 
2026 年度の内外経済相場見通し 
（名古屋） 

大和証券株式会社 
チーフ・テクニカル・アナリスト 
兼テーマリサーチ担当ストラテジスト 

木野内 栄治 

3 月 26 日 
2026 年の欧州-米中二大国の狭間で揺らぐ 
統合の行方- 

株式会社ニッセイ基礎研究所 
経済研究部常務理事 伊藤 さゆり 
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（３）機関誌「月刊資本市場」の発行…事業番号「公 1(3)」 

 

我が国資本市場の健全な発展に寄与するため、機関誌「月刊資本市場」を発行し

ている。当誌は資本市場情報専門誌として論文・レポート・講演録等をコンテンツ

としてタイムリーな情報提供を行っており、主要な掲載コンテンツはホームページ

で閲覧できる。 

 

「月刊資本市場」主な記事 

2025（令和 7）年 4 月～2026（令和 8）年 3 月 

（役職は掲載時点、敬称略） 

年月号 テーマ 執筆者 

令和 7 年 
4 月号 

■テーマ連載：資本コストと PBR(3)・最終回■ 

資本コスト算出のポイントと日本企業の PBR に

関するデータ分析 

 

 

 

 

■論文■ 

全人代後の 2025 年の中国経済の行方 

 

経済の「サプライサイド強化」に対する誤解 

～潜在成長率上昇のためには総需要の長期拡大

が不可欠～ 

 

「上場ベンチャーファンド市場」の再整備 

 

トランプ関税で岐路に立たされる米国経済： 

カギはインフレ期待と生産性 

 

■コラム■ 

グロース市場は改革できるか 

 

京都大学経営管理大学院 

経済学部教授 砂川 伸幸 

UACJ 取締役副社長執行役員・京都大学 

経営管理大学院客員教授 川島 輝夫 

甲南大学経営学部教授・ 

京都大学経営管理大学院研究員 山口 聖 

 

大和総研 

経済調査部長主席研究員 齋藤 尚登 

第一生命経済研究所 

経済調査部首席エコノミスト 永濱 利廣 

 

 

東京証券取引所 

上場推進部課長 小阿瀬 達彦 

三菱 UFJ モルガン・スタンレー証券 

インベストメントリサーチ部デットリサーチ

課     シニアエコノミスト 森山 昌俊 

 

マーケットエッセンシャル 

主筆 前田 昌孝 
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5 月号 ■テーマ連載：エネルギー(3)■ 

脱炭素化と経済成長の両立を目指すエネルギー

基本計画 

 

■論文■ 

日本の財政問題 

 

トランプ関税で青色吐息の欧州経済 

 

親子上場等に関する情報開示について 

 

トランプ政策が原油市場に及ぼす影響 

 

■コラム■ 

トランプ大統領登場は歴史の必然 

 

ニッセイ基礎研究所 

総合政策研究部准主任研究員 鈴木 智也 

 

 

一橋大学政策大学院 

経済学研究科教授 佐藤 主光 

第一生命経済研究所 

首席エコノミスト田中 理 

東京証券取引所 

上場部企画グループ調査役 横山 晃大 

日本総合研究所 

調査部研究員 栂野 裕貴 

 

一橋大学大学院 

経営管理研究科客員教授 藤田 勉 

6 月号 ■論文■ 

家計消費の動向 

～物価高の中で模索される生活防衛と暮らしの

充足～ 

 

東証市場における取引時間の変更及びクロージ

ング・オークション導入による効果等について 

 

飛躍を始めた OTC デリバティブ清算サービス 

 

 

基本ポートフォリオの変更について 

 

アクティブ ETF に係る上場制度の改正について 

 

 

■コラム■ 

ミラン講演の二つの欠陥 

～問うべきは他国の負担ではなく、制度的利得

の国内での分配～ 

 

■アウトルック■ 

トランプ関税で景気減速は不可避、米製造業 

復活は同盟国の協力がカギ 

 

 

ニッセイ基礎研究所 

生活研究部上席研究員 久我 尚子 

 

 

東京証券取引所 

株式部課長 若松 弘晃 

 

日本証券クリアリング機構 

OTC デリバティブ清算部兼清算企画部課長 

井上 大輔 

年金積立金管理運用独立行政法人 

調査数理部調査数理課課長代理 竹内 光 

東京証券取引所 

上場推進部長   荒井 啓祐 

 上場推進部調査役 志村 一樹 

 

BNP パリバ証券 

経済調査本部長・チーフエコノミスト 

河野 龍太郎 

 

 

経済アナリスト 

 海津 政信 
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7 月号 ■論文■ 

資産運用立国成功条件とは（上） 

～金融サービス業の高度化と低コスト化が 

不可欠～ 

 

少額投資の在り方に関する勉強会取りまとめに

ついて 

 

反 ESG を超えるインパクト志向 

 

 

 

 

始動した EU 炭素国境調整措置の国際的反響 

～排出量の測定基準等の多国間合意は可能か～ 

 

2025 年スチュワードシップ・コード改訂 

～実務の発展を踏まえたスチュワードシップ活

動のさらなる向上を目指して～ 

 

■コラム■ 

米国債格下げの日本経済に対する示唆 

～インフレに伴う財政指標改善を保ちながらワ

イズスペンディングの余地あり～ 

 

 

一橋大学大学院 

経営管理研究科客員教授 藤田 勉 

 

 

東京証券取引所 

株式部調査役 碓氷 高大 

 

みずほ証券 

サステナビリティ推進部ディレクター 

香月 康伸 

サステナビリティ・ストラテジスト 

和田 正嗣 

京都橘大学経済学部教授 

国際通貨研究所  客員研究員 矢口 満 

 

SBI 大学院大学教授 

京都大学経営管理大学院 

客員教授 上田 亮子 

 

 

第一生命経済研究所 

経済調査部首席エコノミスト 永濱 利廣 

 

8 月号 ■テーマ連載：エネルギー(4)・最終回■ 

国内外のエネルギーを取り巻く状況と電力の 

安定供給に向けた課題と方向性 

 

■論文■ 

新たな長寿価値“貢献寿命”とは？ 

 

人的資本の充実に向けた役職員株式交付制度の

提言 

 

 

ASEAN 経済とインド経済 

～トランプ政策と米中緊張を受けた今後～ 

 

機関投資家のベンチャー・キャピタル投資と受

託者責任～我が国年金基金を中心とした考察～ 

 

■コラム■ 

買収の可能性をめぐる一考察 

 

電気事業連合会 

事務局次長兼調査室長 八藤後 秀則 

 

 

ニッセイ基礎研究所 生活研究部 

ｼﾞｪﾛﾝﾄﾛｼﾞｰ推進室上席研究員 前田 展弘 

早稲田大学教授・オックスフォード大学 

博士・元主任教授 スズキ トモ 

野村證券ＩＢビジネス開発部兼 

ｱｾｯﾄ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ部 主席研究員 橋本 基美 

広島経済大学 

教授 糠谷 英輝 

 

専修大学 

商学部准教授 湯山 智教 

 

 

マーケットエッセンシャル 

主筆 前田 昌孝 

 

9 月号 創刊 40 周年記念 

○明日への話題 

インベストメント・チェーンにおける資産運用

会社の意義と課題 

 

■特別寄稿■ 

非財務と未上場 

～日本の資本市場における二つのテーマ～ 

 

■コラム■ 

コーポレートガバナンス改革と株式市場 

 

 

学習院大学 

 法学部教授 神作 裕之 

 

 

京都大学経営管理大学院 

経済学部教授 砂川 伸幸 

 

 

一橋大学大学院 
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■論文■ 

ドルの信認低下とユーロの未来 

 

2025 年上期の J-REIT 市場と今後の展望 

 

植田日銀の金融政策正常化 

～その背景・進捗・課題～ 

 

2025 年株主総会総括 

経営管理研究科客員教授 藤田 勉 

 

第一生命経済研究所 

首席エコノミスト 田中 理 

三井住友トラスト基礎研究所 

REIT 投資顧問部上席主任研究員 堀 明希子 

元日本銀行        理事 早川 英男 

 

 

野村総合研究所 

金融イノベーション研究部 

プリンシパル研究員 三井 千絵 

 
10 月号 ■論文■ 

サステナビリティ情報開示の方向性と課題 

 

 

金融経済教育をめぐる動きについて 

 

 

顕在化するトランプ陣営の亀裂 

～ビジネスをも覆う米国政権下の分断～ 

 

高度経済成長後の中国観光業の変化 

 

 

日本証券クリアリング機構の先進技術等を活用

したポストトレードの効率化に係る取組み 

 

■コラム■ 

「ネットワーク型ドル」という米国のもう一つ

の通貨覇権戦略 

～ステーブルコインが他国の通貨主権を侵食す

るか～ 

 

■アウトルック■ 

FRB、予防的利下げに踏み出す 

日米ハイテク株の上昇に弾み 

 

 

SBI 大学院大学教授 

京都大学経営管理大学院 

客員教授 上田 亮子 

金融経済教育推進機構 

経営戦略部経営企画課経営企画 G 

グループ長 佐々木 智晴 

神戸大学 

国際文化学研究科教授 井上 弘貴 

 

キヤノングローバル戦略研究所 

研究主幹 岡嵜 久実子 

 

日本証券クリアリング機構 

清算 IT 戦略部統括課長 真島 博道 

 

 

BNP パリバ証券 

経済調査本部長・チーフエコノミスト 

河野 龍太郎 

 

 

 

経済アナリスト 

海津 政信 

11 月号 ■論文■ 

日本の金融政策の現状と課題 

 

 

資産運用立国成功条件とは（下） 

～世界の潮流はパッシブ化と代替投資の高成長

～ 

 

競争力を高めるダイバーシティの取組 

 

グローバル財政事情 

～将来リスクに備える～ 

 

CONNEQTOR 導入後の変化と、市場への影響につ

いて 

 

有価証券報告書における人的資本開示の状況

（TOPIX100 構成企業） 

 

野村證券 

エグゼクティブ金利ストラテジスト 

岩下 真理 

一橋大学大学院 

経営管理研究科客員教授 藤田 勉 

 

 

早稲田大学   商学学術院教授 谷口 真美 

 

BNP パリバ証券 

グローバルマーケット統括本部 

副会長 中空 麻奈 

東京証券取引所 

株式部株式総務グループ兼 ETF 推進部 

上場推進部課長 岡崎 啓 

HR ガバナンス・リーダーズ 

代表取締役社長 CEO 内ヶ﨑 茂 
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■コラム■ 

日本の財政状況と財政余力 

～2％インフレ目標達成で、毎年 10 兆円程度の

財政拡大と財政健全化の両立可能～ 

 

マネージャー 大石 英翔 

コンサルタント 前田 祐梨子 

 

第一生命経済研究所 

経済調査部首席エコノミスト 永濱 利廣 

 

 
12 月号 ■論文■ 

独立社外取締役の在任期間をどう考えるか 

～実務の現状と学術研究の整理～ 

 

GPIF のサステナビリティ投資の考え方と取組み

について 

 

日本のビジネスダイナミズム：現状と課題 

 

国債消化構造の今後と日本財政の真の「急所」 

 

世界の自動車産業の展望と課題 

 

 

 

東証グロース市場の改革について 

 

■コラム■ 

「トランプ 2.0」で変質する世界と求められる

経済政策運営 

 

東京市場の残された課題 

 

神戸大学経済経営研究所教授・ 

地域共創研究推進センター長 家森 信善 

 

年金積立金管理運用独立行政法人 

ESG・スチュワードシップ推進部長 廣川 斉 

 

学習院大学    経済学部教授 滝澤 美帆 

 

みずほ証券 

チーフ債券ストラテジスト 丹治 倫敦 

ＡｌｐｈａｔｅｒｒａＡｄｖｉｓｏｒｙ 

シニア・エグゼクティブ・アドバイザー 

三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング 

委嘱アドバイザー 松島 憲之 

東京証券取引所 

上場部企画グループ 最上 絵里 

 

法政大学 教授 兼 日本総研 客員研究員 

山田 久 

 

マーケットエッセンシャル 

主筆 前田 昌孝 

 
令和 8 年 

1 月号 
■新年号特別寄稿■ 

これからの証券市場を展望して 

 

■新年号特別論文■ 

日本経済の展望と課題 

 

2026 年の欧米経済・金融政策の行方 

 

日銀金融政策の回顧と展望 

 

■論文■ 

サステナブルファイナンス市場におけるテーマ

債の多様化に関する一考察 

 

2026 年のアジア新興国経済を考察する 

 

―新連載―■Column：羅針盤■ 

世界の中央銀行の独立性の歴史と日本への示唆 

 

 

日本証券業協会 

 会長 日比野 隆司 

 

大和総研 

代表取締役副社長兼副理事長 熊谷 亮丸 

ニッセイ基礎研究所 

経済研究部常務理事 伊藤 さゆり 

野村総合研究所 

エグゼクティブ・エコノミスト 木内 登英 

 

野村資本市場研究所 

野村サステナビリティ研究センター長 

江夏 あかね 

第一生命経済研究所 

経済調査部主席エコノミスト 西濵 徹 

 

ストラテジー･アドバイザーズ代表取締役社長 

一橋大学大学院 経営管理研究科 客員教授 

藤田 勉 
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2 月号 ■論文■ 

資本主義の進路を管理する 

～インパクトファイナンスとシステムレベル投

資～ 

 

2026 年の欧州経済の注目点 

 

2026 年における本邦証券会社の経営展望 

 

2025 年の J-REIT 市場と 2026 年の展望 

 

 

■Column：羅針盤■ 

蘇る「覇権なき無秩序」とバンコール 

～ﾌﾞﾚﾄﾝｳｯｽﾞの攻防と民主的通貨体制というﾚﾄﾘ

ｯｸ～ 

 

■アウトルック■ 

日米株高続こう、重要な債券・為替市場の安定 

 

高崎経済大学         学長 水口 剛

 

 

 

第一生命経済研究所 首席ｴｺﾉﾐｽﾄ  田中 理 

 

大和総研 金融調査部 主席研究員 内野 逸勢 

 

SMBC 日興証券 株式調査部 

 ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞﾃﾞｨﾚｸﾀｰ ｼﾆｱｱﾅﾘｽﾄ 鳥井 裕史 

 

 

BNP ﾊﾟﾘﾊﾞ証券 

経済調査本部長･ﾁｰﾌｴｺﾉﾐｽﾄ 河野 龍太郎 

 

 

 

経済アナリスト 海津 政信 
3 月号 ■論文■ 

半導体デジタル列島改造 2.0  

〜エコシステム形成を〜 

 

ESG からサステナビリティへ 

〜サステナブルな ESG とは何か〜 

 

 

 

2025 年の新規上場の状況について 

 

 

経営者報酬制度のあるべき姿と課題 

～日経 225 構成企業の開示に基づく分析～ 

 

 

 

 

■コラム■ 

「責任ある積極財政」とは 

 〜新たな財政目標指標の意味合い〜 

 

 

熊本大学 半導体･デジタル研究教育機構 

卓越教授 立命館大学 客員教授  若林 秀樹 

 

ニッセイ基礎研究所 常務取締役金融研究部研

究理事年金研究部長 

兼年金総合リサーチセンター長兼サステナビ

リティ投資推進室長       德島 勝幸 

 

東京証券取引所 上場推進部長   荒井 啓祐 

        上場推進部調査役 平田 進爾 

 

早稲田大学商学学術院 教授      久保 克行 

ＨＲガバナンス・リーダーズ 

代表取締役社長ＣＥＯ 内ヶ﨑 茂 

     シニアコンサルタント 竹中 達矢 

     シニアコンサルタント 野中 美希 

        コンサルタント 稲橋 孝介 

 

第一生命経済研究所 経済調査部 

 首席エコノミスト 永濱 利廣 
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（４）出版関係…事業番号「公 1(3)」 

 

「（５）調査・研究の委託」の成果物である「研究書籍」の発刊を通じ、我が国資本

市場の健全な発展に寄与すべく努力している。 

 

出版物 

 

令和7年 12月 23日 
 

企業法制の将来展望-資本市場制度の改革への提言－ 

（2026年度版） 

 

公益財団法人資本市場研究会編 財経詳報社発刊 

 

 

（５）調査・研究の委託…事業番号「公 1(1)」 

資本市場法制に関する調査研究会 

 

我が国資本市場の健全な発展に寄与すべく、大学の学者、証券・金融機関の実務者及

び弁護士等により構成された研究会を組成し、テーマに則して研究活動を行っている。 

研究会は、当資本市場研究会役職員が事務局を担い、日程調整、事前調査、資料作成、

議事録作成など主体性を持って運営されている。また、研究会の概要をホームページ

に掲載している。 

 

メンバー 

 

座 長 神 田 秀 樹 東京大学名誉教授 

委 員 飯 田 秀 総 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

委 員 大 崎 貞 和 株式会社野村総合研究所主席研究員東京大学客員教授 

委 員 加 藤 貴 仁 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

委 員 金 本 悠 希 株式会社大和総研金融調査部主任研究員 

委 員 神 作 裕 之 学習院大学大学院法務研究科教授 

委 員 朱 大 明 東京大学大学院法学政治学研究科特任教授 

委 員 関 雄 太 株式会社野村資本市場研究所常務 

委 員 武 井 一 浩 西村あさひ法律事務所・外国法共同事業パートナー弁護士 
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委 員 中 空 麻 奈 株式会社かんぽ生命保険 エグゼクティブ・フェロー 

委 員 松 尾 直 彦 松尾国際法律事務所弁護士 

委 員 行 岡 睦 彦 東京大学大学院法学政治学研究科准教授 

（委員五十音順、敬称略） 

 

2.運営体制の充実を図るための取組 

 

法人内部の規範の向上を図るため、倫理規程を制定している。倫理規程は公益実現の使命

を認識し、公正かつ誠実に事業運営を行う事や法令を厳守することを定め、役職員について

は、職務や地位を利用した私的利益の追求を禁止する事などを定めている。 

理事会、評議員会の開催に当たっては、該当の理事、監事、評議員に十分な時間的余裕を

もって資料を事前送付している。質問があった場合には対応を行い、必要に応じて対面や電

話で説明を行っている。これにより理事会、評議員会での議論がより実質的なものとなって

いる。 

不祥事の予防と早期発見のため、経理規程において経理責任者と経理担当者を定め、金銭

の出納や支払い手続きにおいては両者でダブルチェックを行う事としている。 

また、事業の効果を測定するための取組みとして、講演会終了後に聴講者に対して興味

度、有益度、難易度等のアンケートを実施しており、講演会がより有用なものとなるよう心

掛けている。 
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3.会員に関する事項 

 

2026（令和8）年3月 31日現在における会員加入状況は、次のとおりである。 
 

区分 会員数 入金口数 

証券会社 21 50 

投資信託委託会社・投資顧問会社 3 3 

経済研究所 2 2 

証券関係諸団体 13 23 

金融機関およびその関連団体 6 6 

保険会社 1 1 

事業法人他 8 8 

個人 8 8 

合計 62 101 
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Ⅱ機関関係報告 

１．会議等に関する事項 

 

（１）理事会 

○第 36 回理事会 
(開催日時) 2025（令和 7）年 5月 21 日(水)午後 3時 00 分～同 3時 20 分 

 

(議題)  ・第一号議題 

第 41 期(令和 6年度)事業報告及び第 41 期決算(案)の承認に 

ついて 

・第二号議題 

評議員会の開催について 

 

(報告事項)・職務の執行の状況の報告 

 

 

いずれも原案どおり承認された。 

 

 

○第 37 回理事会 
(開催日時) 2025（令和 7）年 6月 10 日(火)午後 3時 20 分～同 3時 25 分 

 

(議題)  ・第一号議題 

理事長の選定について 

・第二号議題 

顧問の任命について 

 

いずれも原案どおり承認された。 

 

 

○第 38 回理事会 
(開催日時) 2026（令和 8）年 3月 24 日(火)午後 3時 00 分～同 3時 30 分 

 

(議題)  ・第一号議題 

第 43期(令和 8年度)事業計画（案）及び第 43期収支予算（案） 
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の承認について 

・第二号議題 

経理規程の改正等について 

 

(報告事項)・職務の執行の状況の報告 

 

いずれも原案どおり承認された。 

 

 

（２）評議員会 

○定時評議員会（第 20 回評議員会） 

(開催日時) 2025（令和 7）年 6月 10 日(火)午後 3時 00 分～同 3時 18 分 

 

(議題)  ・第一号議題 

第 41 期(令和 6年度)事業報告及び第 41 期決算(案)承認に 

ついて 

・第二号議題 

役員（理事）の選任等について 
・第三号議題 
議事録署名人選任について 

 

いずれも原案どおり承認された。 

 

 

（３）理事長・常務理事の職務の執行状況 

理事会において理事長から理事に対し、職務の執行状況について資料に基づ

き報告等を実施している。 
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２．役員等に関する事項 

 

（１）理事の退任及び選任（敬称略） 

2025（令和 7）年 6月 9日を以って理事を退任した。 

宮原 幸一郎 

 

2025（令和 7）年 6月 10 日の理事会終了を以って理事を退任した。 

林  正和 

日比野 隆司 

 

2025（令和 7）年 6月 10 日付で理事に選任された。 

岩永 守幸（新任） 

中田 誠司（新任） 

藤井 秀人（新任） 

    

   2026（令和 8）年 3月 31 日を以って理事を退任した。 

松下 浩一 
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【参考】 

評議員名簿、理事・監事名簿（2026（令和 8）年 3月 31日現在） 

① 評議員 

評議員(議長） 菊 池 廣 之 極東証券株式会社 代表取締役会長 

評 議 員 岩間 陽一郎 アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社 取締役会議長 

評 議 員 翁  百 合 株式会社日本総合研究所 シニアフェロー 

評 議 員 岳野 万里夫 日本証券業協会 副会長 

評 議 員 土 本 清 幸 平和不動産株式会社 代表執行役社長 

評 議 員 長 岡  孝 三菱ＵＦＪ証券ホールディングス株式会社 特別顧問 

評 議 員 中 村 明 雄 株式会社証券保管振替機構 代表執行役社長 

評 議 員 山 﨑 妙 子 山種美術館 館長 

評 議 員 吉 岡 秀 二 ＳＭＢＣ日興証券株式会社 取締役社長 CEO 

   兼社長執行役員 

    

以上 9 名(順不同、敬称略) 

 

② 理事・監事 

理 事 長 藤 井 秀 人 公益財団法人資本市場研究会 理事長 

常務理事 永 田 寛 幸 公益財団法人資本市場研究会 常務理事 

理  事 岩 永 守 幸 株式会社日本取引所グループ 取締役兼代表 

   執行役ｸﾞﾙｰﾌﾟ COO 

理  事 永 井 浩 二 野村ホールディングス株式会社 取締役会長 

理  事 中 田 誠 司 株式会社大和証券グループ本社 取締役会長 

理  事 浜 本 吉 郎 みずほ証券株式会社 取締役社長 

理  事 松 下 浩 一 一般社団法人投資信託協会 会長 

    

監  事 大 場 昭 義 一般社団法人日本投資顧問業協会 会長 

監  事 巽  大 介 光世証券株式会社 代表取締役社長 

    

以上 9 名(順不同、敬称略) 


